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片倉製糸の東 日本における繭特約取引の展開

高梨 健司

はじめに

本稿の目的は,片 倉製糸が1930年 代中頃に東

日本地方において展開する繭特約取引の地域的

特徴 について,検 討することである。

片倉製糸の繭特約取引は,1910年 代 に一部始

まり,1920年 代に西 日本を中心に普及 し,1930

年代に入ると,主 として東 日本各地 において急

速に拡大する1)。本稿では,片 倉製糸の府県別

特約養蚕戸数 と特約取引数量乃至個別製糸工場

毎に府県別の特約組合購繭量が判明する,1936

年度の片倉の内部資料 を主に用いて,片 倉製糸

の強固な特約地盤は,特 に東 日本にあり,個 別

製糸工場の原料地盤の整理 ・集中化が進んでい

ったことを明らかに していく。近年の蚕糸業史

研究においては,片 倉製糸に限らず,昭 和恐慌

期以降の繭特約取引について,十 分究明されて

はいない状況にある。

片倉製糸においては,輸 送手段 としての貨物

自動車の利用によって,組 合産繭を初めとして

蚕種,肥 料,桑 苗,桑 葉などの集配の効率化 と
'特 約地盤の集約化を促 した一面を見落 とすこと

ができないであろう。 この点に関 しては,紙 幅

の関係で別稿において論ずることに したい。

1.片 倉製糸の繭特約取引の全国展開

全国的な繭特約取引の普及度は,昭 和恐慌以

前の昭和初年において10%台2)で ある中で,片

倉製糸の特約取引率(全 講繭量に占める特約組

合産繭取引量)は,1926年28%,27年36%,28

年44%,29年56%と な り3),昭 和恐慌直前 に片

倉製糸は,特 約取引に基づ く原料繭調達体制を

形成す る。諏訪製糸家の中で,昭 和初年 までに

大規模かつ全国的に特約取引 を展開 したのは,

片倉製糸が噛矢 といえよう。なお,こ うした特

約取引の拡大には,物 流手段 としての貨物自動

車の利用が大 きく寄与 していレたことであろう。

1930年 代 に入 り,片 倉製糸の特約取引は更に

拡大 し,27年 の特約組合購繭量265万 貫 から32

年 には830万 貫,37年 には1,389万6千 貫4)とな

り,斯 くして27年 から5年 間で3倍 以上,10年

間では5倍 以上に増大す る。片倉製糸の特約取

引率 は,1932年 の74%5)か ら37年 には90%6)に

達 した。1937年 において全国の特約取引普及度

は48.1%7)で あるこ とから,片 倉製糸 との大 き

な格差は,依 然 として存続 していた。

第1表 によって,片 倉製糸の,1936年 におけ

る特約養蚕戸数 と特約取引数量を府県別に明ら

かにすることがで きる。

片倉製糸は,繭 特約取引を全国的展開してい

たが,1936年 に唯一特約取引を行っていない地

方は,北 海道,静 岡県,沖 縄県にす ぎない。こ

の1道2県 は,か つて片倉製糸が購繭活動を行

っていた地域である。片倉製糸は,1903年 に北

海道岩見沢に岩見沢支店を設置 して,道 内の購

繭を行ってお り,ま た沖縄に関 しては,1924年
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第1表 片倉製糸の府県別特約養蚕戸数 ・特約取引数量(1936年

養 蚕 戸 数 繭 取 引 数 量

府 県 全国養蚕戸
数① 戸

全国特約養
蚕戸数②戸

②/①%片倉特約養
蚕戸数③戸

③/①% 全国上繭産
額④ 貫

全国特約取
引数量⑤貫

⑤/④%片倉特約取
引数量⑥貫

⑥/⑤%

北1毎 道 1,416 一 一 一 一 6,959
一 一 一 一

青 森 3,054 770 25.2 635 82.5 62,079 14,284 23.0 14,600 102.2

岩 手 33,884 11,003 32.5 12,202 110.9 777,695 347,741 44.7 389,286 111.7

宮 城 32,959 11,796 35.8 5,610 47.5 1,289,621 502,137 38.9 356,517 71.0

秋 田 10,894 987 9.1 441 44.7 177,716 18,923 10.6 8,424 44.4

山 形 45,306 26,868 59.3 4,181 15.6 1,591,069 1,118,810 70.3 171,649 15.3

福 島 83,772 32,745 39.1 10,683 32.6 2,827,281 1,384,645 49.0 422,453 30.5

新 潟 60,692 8,625 14.2 8,016 92.9 1,114,492 160,370 14.4 170,054 106.0

富 山 11,316 2,014 17.8 877 43.5 164,597 27,230 16.5 10,238 37.4

石 川 18,011 7,744 43.0 4,050 52.3 413,050 170,797 41.4 103,654 60.6

福 井 10,955 7,100 64.8 593 8.4 243,753 166,682 68.4 13,424 8.0

茨 城 63,548 25,800 40.6 8,045 31.2 3,427,332 1,335,992 39.0 499,425 37.4

栃 木 20,586 7,728 37.5 2,294 29.8 860,605 348,227 40.5 107,249 30.8

群 馬 82,896 26,910 32.5 4,573 17.0 5,794,626 1,708,563 29.5 319,531 18.7

埼 玉 96,028 27,590 28.7 10,949 39.7 4,855,461 1,683,658 34.7 702,465 41.7

千 葉 34,929 11,175 32.0 3,984 35.7 1,901,944 607,700 32.0 238,031 39.2

東 京 20,247 5,068 25.0 2,636 52.0 1,289,226 448,270 34.8 182,806 40.8

神 奈 川 26,469 9,424 35.6 4,201 44.6 1,372,150 536,694 39.1 238,633 43.2

山 梨 58,864 9,162 15.6 2,394 26.1 3,860,351 698,681 18.1 184,113 26.3

長 野 149,000 28,178 18.9 17,868 63.4 7,213,373 1,150,860 16.0 915,944 79.6

岐 阜 73,227 28,754 39.3 6,214 21.6 2,870,322 1,269,085 44.2 394,342 31.1

静 岡 45,253 一 一 } 一 1,723,471 一 一 一 一

愛 知 83,141 35,874 43.1 5,371 15.0 4,535,664 1,808,506 39.9 284,108 15.7

三 重 58,043 29,623 51.0 2,978 10.1 2,838,392 1,654,795 58.3 149,179 9.0

滋 賀 16,105 1,986 12.3 232 11.7 385,195 47,457 12.3 5,360 11.3

京 都 23,739 22,098 93.1 330 1.5 1,153,389 1,091,553 94.6 10,989 1.0

大 阪 668 668 100.0 140 20.9 23,897 23,897 100.0 6,893 28.4

兵 庫 38,917 28,318 72.8 5,367 19.0 1,241,332 826,707 66.6 127,278 15.4

奈 良 15,592 4,034 25.9 1,354 33.6 686,174 185,272 27.0 78,923 42.6

和 歌 山 21,702 14,524 66.9 4,082 28.1 662,272 463,322 70.0 155,149 33.5

鳥 取 29,250 17,418 59.5 2,898 16.6 1,197,189 681,207 56.9 161,049 23.6

島 根 40,301 28,304 70.2 8,111 28.6 1,318,067 928,125 70.4 240,525 25.9

岡 山 38,613 31,207 80.8 6,191 19.8 1,208,210 981,968 81.3 232,379 23.7

広 島 28,870 13,004 45.0 5,111 39.3 788,700 321,757 40.8 152,036 47.2

山 口 16,938 3,175 18.7 1,581 49.8 288,781 75,788 26.2 34,268 45.1

徳 島 37,374 21,980 58.8 4,120 18.7 1,649,064 928,714 56.3 137,740 14.8

香 川 11,812 6,141 52.0 844 13.7 351,312 180,673 51.4 24,567 13.5

愛 媛 40,593 9,565 23.6 618 6.5 1,838,156 282,072 15.3 17,890 6.3

高 知 48,365 18,289 37.8 9,994 54.6 1,303,746 626,885 47.7 320,506 51.1

福 岡 28,550 17,551 61.5 5,149 29.3 962,748 585,551 60.8 175,162 29.9

佐 賀 31,394 28,772 91.6 15,822 55.0 621,090 568,234 91.5 335,137 59.0

長 崎 27,497 8,377 30.5 12,877 153.7 701,315 244,582 34.9 297,769 121.7

熊 本 61,443 41,121 66.9 6,743 16.4 2,382,902 1,731,470 72.7 306,757 17.7

大 分 44,675 31,113 69.6 11,139 35.8 1,404,889 1,012,479 72.1 363,713 35.9

宮 崎 37,522 20,213 53.9 4,713 23.3 1,165,092 653,715 56.1 107,231 16.4

鹿 児 島 83,697 32,084 38.3 34,126 106.4 1,379,879 561,501 40.7 548,630 97.7

沖 縄 8,179
一 一 一 一 78,525

一 一 一 一

合 計 1,856,288 754,880 40.7 260,437 34.5 74,003,153 30,165,569 40.8 9,716,034 32.0

ム.オ 』A'hkト レ憲((q∠ メレむ台 、 ス ー必[目L。ノ〕"〕臥 ス
注)(1)片 倉の特約養蚕 戸数 ・特 約取引数量共,「 準組合」 を含む ため,比 率100%を 越 える諸県がある

(2)合 計値 と集計値 が合わない個所や比率 に誤差 が若 干生 じてい る個所 もあるが,そ の ま まとした

資料)「 昭和十一年度 全国対 当社特約 取引数量比較」(片 倉本社原料課調)よ り作 成。
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片倉製糸の東日本における繭特約取引の展開

春に片倉鳥栖製糸所による養蚕適否の調査に始

まり,1926年5月 には那覇出張所を開設 して,

原料繭の蒐集 を行う8)。静岡県沼津地方は,春

蚕早場所 として知られており,片 倉製糸は1888

年に同地に購繭出張所を設立 して,産 繭の早場

物獲得に努めてきたのである9)。その後,静 岡

県 と沖縄県は,片 倉製糸の蚕種製造拠点 として

重要な役割 を果すことになった。片倉製糸は,

1918年 に伊豆半島に一代交配蚕種普及団の原蚕

種飼育分場を設置 し,次 いで1928年 には沼津に

蚕種製造出張所を開設 して,蚕 種製造並びに蚕

品種の改良 ・増殖に努める。更に同出張所は,

1934年 に至 り,独 立 して沼津蚕種製造所 と改称

して,設 備の拡充を図る10)。

また片倉の一代交配蚕種普及団は,沖 縄にお

いて原蚕種の飼育試験 に成功を収めたため,19

29年 に上記鳥栖製糸所所轄の那覇出張所を一代

交配蚕種普及団に移管 し,普 及団出張所 とす

る11)。次 いで,1938年 に沖縄蚕種 製造所 と改

称 ・独立 して,片 倉製糸の原蚕種の飼育製造及

び蚕品種の改良業務の一部 を担当することにな

るのであった12)。

第1表 の全国府県別特約養蚕戸数 と特約取引

数量から,地 方への特約取引普及度合 をみると,

近畿,中 国,四 国,九 州地方の西 日本 に高 く,

逆に東日本では,山 形県や福井県が比較的高い

程度で,そ の他の諸府県はほぽ20-30%前 後に

とどまり,東 日本の特約取引は,低 調 という印

象は否めないであろう。こうした全国的傾向に

対 して,片 倉製糸は,西 日本 よりもむ しろ東日

本に立脚 して,特 約取引を行 っていたことが窺

われるのである。西 日本において,片 倉製糸が

有力な或いは特に有力な特約地盤 としている諸

県は,高 知県 と佐賀県,大 分県乃至長崎県 と鹿

児島県である。上記5県 における,片 倉製糸の

特約取引繭量 と県内特約取引繭量の比率は,そ

れぞれ高知県では32万貫余,51.1%,佐 賀県で

33万 貫余,59.0%,大 分県で36万 貫余,35.9%。

長崎県で29万 貫余,121.7%(準 組合分を含む),

鹿児島県で54万 貫余,97.9%で あった。片倉製

糸は,高 知県には高知製糸所,片 倉佐越製糸株

式会社,佐 賀県に鳥栖製糸所,小 城郡是製糸所,

大分県に宇佐製糸所,長 崎県に長崎製糸株式会

社諌早工場 ・島原工場,鹿 児島県には薩摩製糸

株式会社鹿児島工場 ・宮之城工場 ・末吉工場 ・

志布志工場 を有する。片倉製糸が特 に有力な特

約地盤 とする諸県は,片 倉の傍糸製糸会社が本

拠地 とすることころであった。

西 日本 を主要な特約地盤 としているのは,郡

是製糸である。郡是製糸が有力な特約地盤 とす

る諸府県は,郡 是製糸が本拠地 とする京都府と

兵庫県を中心に,鳥 取県,島 根県,岡 山県,山

口県,愛 媛県 などで ある13)。郡是製糸 は,京

都府には本工場,口 上林工場,中 上林工場,福

地山工場,萩 原工場,舞 鶴工場,園 部工場,和

知工場,木 津工場,兵 庫県には,八 鹿工場,成

松工場,梁 瀬工場,江 原工場,山 崎工場などが

集中 している。各府県の産繭量に占める郡是製

糸の購繭量の割合は,1935年 に京都府では57.8

%,兵 庫県では40.8%と 著 しく高い。郡是製糸

が東 日本において主要な特約地盤 とする諸県は,

山形県 と福島県などに限られる。なお,郡 是製

糸は,1935年 に北海道,青 森県,岩 手県,埼 玉

県,千 葉県,東 京府,神 奈川県,長 野県,静 岡

県,滋 賀県の各府県では購繭活動は,一 切みら

れないのである。片倉 と郡是は,対 照的,特 徴

的な特約地盤地方をもつ といえるのである。

東 日本において,片 倉製糸が有力な或 いは特

に有力な特約地盤 とする諸県は,宮 城県,福 島

県,石 川県,茨 城県,埼 玉県,長 野県,岐 阜県

乃至岩手県,新 潟県である。上記9県 における,

片倉製糸の特約取引繭量 と県内特約取引繭量の

比率は,そ れぞれ宮城県では35万 貫余,71.0%,

福島県で42万 貫余,30.5%,石 川県で10万 貫余,
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第2表 片倉製糸の地域別特約取引量(1936年)

製糸工場
所在地域

工場数 傍系製糸会社を
含む組合購繭量

比率 傍系製糸会社を除く組合購繭量A
傍系製糸会社を除
く全購繭量B A/B

長 野 県 8 2,144,084 22.1% 2,144,084貫 2,590,969.71貫 82.8%

関 東 6 1,437,550 14.8 1,234,866 1,310,532.74 94.2

東 北 11 1,697,457 17.5 735,375 773,143.50 95.1

東 海 4 775,215 8.0 775,215 838,206.28 92.5

中 国 7 1,072,852 11.0 551,114 602,442.20 91.5

四 国 3 464,913 4.8 406,638 440,723.29 92.3

九 州 11 2,134,399 22.0 1,245,785 1,306,638.93 95.3

合 計 50 9,716,034 100 7,093,077 7,862,656.65 90.2

(注)(1)「 傍系製糸会社 を含む組 合購 繭量」の合計値 は集計 と一 致 しないが,原 資料の ままと した。

(2)「 東北」の 「傍系製 糸会 社を含む組合購繭量」 の内,宮 城県 のそれ に関 して は,集 計値 で はな く,合 計値

を用いた。

(3)「 傍系 製糸会社 を除 く全購繭量」(生 繭)は,本 繭,二 等繭,玉 繭の合計 量。

(4)傍 系製糸会社の全購 繭量 は、 不明であ る。

(資料)「 昭和十 一年度産繭 地方別,当 社工場 別特 約取引数量調査表」(片 倉製糸紡績株式会社)原 料 課調,片 倉

製糸紡績会社 『第十 八期 自昭 和十一年四 月一 日至昭和十二 年三月三十一 日 繭受払明細書』 よ り作成。

60.6%,茨 城県で49万 貫余,37.4%,埼 玉県で

70万貫余,41.7%,長 野県で91万 貫余,79.6%,

岐阜県で39万 貫余,31.1%,岩 手県で38万 貫余,

111.7%(準 組合分を含む),新 潟県で17万 貫余,

106.0%(準 組合分 を含む)で あった。片倉製

糸は,宮 城県には仙台製糸所,福 島県に岩代製

糸所,片 倉盤城製糸株式会社,石 川県に日東紡

績㈱金沢製糸所,埼 玉県に大宮製糸所,石 原製

糸所,熊 谷製糸所,東 武製糸所,長 野県に川岸

製糸所,平 野製糸所,尾 沢製糸所,下 諏訪製糸

所,松 本製糸所,田 中製糸所,武 井製糸所,飯

田製糸所,岩 手県に岩手県是製糸㈱盛 岡工場 ・

福岡工場 ・高田工場 ・千厩工場,新 潟県に片倉

越後製糸株式会社,片 倉共栄製糸株式会社 を有

する。片倉製糸が東日本において重要な特約地

盤 とする諸県は,西 日本 よりも遙かに多い。 ま

た,東 日本においても,片 倉製糸が,特 に強固

な特約地盤 とする諸県は,片 倉傍系製糸会社が

本拠地 とするところであった。

第2表 は,1936年 における片倉製糸の特約取

引の展開を地域別に示 した ものである。同表に

依れば,片 倉製糸の,10年 以前のような西 日本

に偏 した組合購繭の地域差はな くな り,む しろ

組合購繭量 は,長 野県所在工場が合計214万 貫

を越 えて最 も多 く,九 州地方所在工場の合計21

3万 貫余を上回るほか, ,関東及び東北地方所在

工場の組合購繭量は,い ずれ も中国地方所在工

場のそれを凌 ぐまでになる。長野県 ・関東 ・東

北3地 域の25工 場で,片 倉製糸の組合購繭総量

の過半の54%を 占めていたのであり,片 倉製糸

の特約取引は,当 初の西日本への西漸か ら一転

して,東 日本への東漸が1930年 代に急速に進ん

でいったことがわかる。

傍系製糸会社 を除 く,片 倉製糸の特約取引率

は90%に 上ってお り,地 域別にみると,長 野県

以外は軒並み90%台 を維持 していて,長 野県の

み82.8%と やや低 い水準にあった。 とりわけ,

長野県内で も飯田製糸所 と田中製糸所の特約取

引率は50%台 にとどまり,購 繭競争の激 しさを

窺わせるのである。

第3表 は,片 倉製糸(傍 系製糸会社を含む)

が特約取引を行 う東 日本各府県における片倉工
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第3表 東日本各府県における片倉製糸工場別特約取引繭量の順位(1936年)

第1位 第2位 第3位 その他

青 森 岩手娘是製糸株式会社(100%)
一 一

岩 手 岩手県是製糸株式会社(100%) 一 一

宮 城 仙台製糸所(74%) 岩手県是製糸株式会社(24%) 両羽製糸所(2%)

秋 田 岩手県是製糸株式会社(36%) 両羽 製糸所(35%) 片倉越後製糸株式会社(28%)

山 形 両羽製糸所(86%) 片倉越後製糸株式会社(12%) 片倉共栄製糸株式会社(2%)

福 島 岩代製糸所(52%) 片倉磐城製糸株式会社(24%) 仙台製糸所(9%) 外3工 場

新 潟 片倉越後製糸株式会社(58%) 片倉共栄製糸株式会社(28%) 日東紡績㈱金沢製糸所(14%)

富 山 日東紡績㈱金沢製糸所(100%)
一 一

石 川 〃(〃) 一 一

福 井 〃(〃) 一 一

茨 城 平野製糸所(38%) 川 岸 製糸所(31%) 尾沢製糸所(27%) 外2工 場

栃 木 熊谷製糸所(36%) 大宮製糸所(28%) 岩代製糸所(16%) 外3工 場

群 馬 尾沢製糸所(40%) 石 原製糸所(30%) 熊 谷 製糸所(21%) 外1工 場

埼 玉 大宮製糸所(24%) 東 武製糸所(21%) 石 原 製糸所(20%) 外3工 場

千 葉 川岸製糸所(87%) 大宮製糸所(7%) 尾沢製糸所(6%)

東 京 多摩製糸所(52%) 八王 子製糸所(48%)
一

神奈川 八王子製糸所(100%) ← 一

山 梨 下諏訪製糸所(96%) 八王子製糸所(4%) 一

長 野 松本製糸所(51%) 武井 製糸所(21%) 田中製糸所(14%) 外4工 場

岐 阜 田中製糸所(55%) 瑞浪製糸所(26%) 川岸製糸所(16%) 外1工 場

愛 知 愛知製糸所(68%) 田中製糸所(12%) 飯田製糸所(8%) 外2工 場

三 重 武井製糸所(77%) 〃(13%) 愛知製糸所(10%) 外1工 場

滋 賀 日東紡績㈱金沢製糸所(51%) 〃(49%) 一

和歌山 紀南製糸所(99%) 姫路製糸所(1%) 一

(注)(1)宮 城県の特約取 引繭量 は,集 計値 と合計値 に差が あ り,岩 手 県是 製糸株式会社 ・千厩工場 の数値 を修正の上,比 率計算

した。

(資料)「 昭和十一年度産繭 地方別,当 社工場 別特 約取引数量調査表」(片 倉製糸紡績株式会社)原 料課調 よ り作成。

場別の特約取引繭量順位 を示す14)。

同表から,東 日本諸府県を特約地盤 とする片

倉製糸諸工場の中で,青 森県 と岩手県において

は,岩 手県是製糸株式会社(4工 場)以 外にな

く,ま た富山県,石 川県,福 井県の諸県では,

唯一 日東紡績㈱金沢製糸所が存在するだけであ

る。両社製糸工場 は,片 倉製糸諸工場の中で,

上記各県において100%の 特約購繭率 を占めて

いたのである。そのほかに,東 日本諸府県にお

ける片倉製糸諸工場の中で,片 倉1工 場のみが

特約地盤 とする県は,神 奈川県であ り,八 王子

製糸所のみが同県を特約地盤 とする。次いで,

東京府,滋 賀県,和 歌山県が各片倉2工 場の特

約地盤 とす るところであ り,更 に秋田県,山 形
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県,千 葉県,新 潟県が各片倉3工 場,宮 城県,

群馬県,岐 阜県,三 重県が各片倉4工 場,そ し

て愛知県 と茨城県が各片倉5工 場,福 島県,栃

木県,埼 玉県が各片倉6工 場,長 野県が最多の

片倉7工 場がそれぞれ特約地盤 とするところで

ある。上記の如 く,1府 県に片倉製糸1～3工

場 までが全体の65%を 占め,片 倉製糸4工 場 ま

でに拡大すると,85%に 達する。

具体的な特約購繭率をみると,片 倉製糸諸工

場の中で,片 倉製糸1工 場のみで,100%近 い

特約購繭率を占めていたのは,和 歌山県におい

て紀南製糸所が99%,山 梨県において下諏訪製

糸所が96%,こ れに準ずるのが,千 葉県におい

て川岸製糸所の87%,山 形県において両羽製糸

所の86%,三 重県において武井製糸所の77%,

宮城県において仙台製糸所の74%,愛 知県にお

いて愛知製糸所の68%で あった。更に,片 倉製

糸1工 場のみで50%以 上の特約購繭率 を占める

のが,新 潟県における片倉越後製糸株式会社の

58%,岐 阜県における田中製糸所の55%,福 島

県における岩代製糸所の52%,東 京府 における

多摩製糸所の52%,長 野県における松本製糸所

の51%,滋 賀県における日東紡績㈱金沢製糸所

の51%で ある。片倉製糸諸工場の中で,同 一県

を特約地盤 とし,そ のうち最大の特約地盤 とす

る工場が特約購繭率の過半に達 しない諸県は,

群馬県,茨 城県,栃 木県,埼 玉県の4県 にすぎ

ない。群馬 ・茨城 ・栃木3県 共に,片 倉製糸が,

工場を設立 していない諸県である。 したがって,

片倉製糸が特約地盤 とす る諸府県では,片 倉1

工場(傍 系製糸会社1社)の みで,特 約購繭率

が100%乃 至50%以 上 を占め ることが多かった

ということができる。換言すれば,片 倉製糸の

各特定工場による特約地盤の集中化が進んでい

たとみることができよう。

2.片 倉製糸の工場別繭特約取引地域

(1)長 野県地方の片倉製糸諸工場

① 川岸製糸所

第4表 によって,片 倉製糸の個別工場(傍 系

製糸会社を含む)毎 に特約取引地域(府 県別)

を明らかにしていきたい。

1936年 に,片 倉製糸の長野県所在工場は,8

工場集中してお り,特 に川岸製糸所,平 野製糸

所,尾 沢製糸所,下 諏訪製糸所の4工 場は,諏

訪郡若 しくは岡谷市にあって近接 していること

もあ り,上 記以外の4工 場 とは異なり,購 繭地

域は長野県外 を主体 としていた。

川岸製糸所は,千 葉県内に千葉出張所(千 葉

市),佐 原出張所(香 取郡佐原町)を 設け15),

1936年 に同県より同製糸所の特約取引繭総量45

万4千 貫余の45%を 占める20万6千 貫余を購入

する。 また川岸製糸所は,茨 城県には下館出張

所(真 壁郡下館町)を 設置 して,15万3千 貫余

を特約組合か ら購繭 していた。千葉 ・茨城両県

より,川 岸製糸所は,同 製糸所特約取引繭量全

体の79%を 購入 している。そのほか岐阜県,長

野県,愛 知県,栃 木県か らも組合購繭がみられ

る。川岸製糸所は,岐 阜県に中津川出張所(恵

那郡 中津川町)を 開設 し,同 年に6万1千 貰余

を特約組合から購繭 してお り,千 葉県,茨 城県,

岐阜県3県 より同製糸所特約購繭総量の93%を

調達す る。また川岸製糸所は,長 野県内に同製

糸所所属の伊那繭取扱所(上 伊那郡伊那町)を

設けているが,同 県からの特約取引量は,1万

3千 貫余(比 率に して3%)に すぎない。

川岸製糸所は,片 倉製糸諸工場の中で,後 述

の 日東紡績㈱金沢製糸所や姫路製糸所 と共に最

も広域 を特約地盤 としているが,同 製糸所の特

約取引率が31.1%に す ぎなかった1927年 には,
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第4表 片倉製糸の地方工場別特約取引数量(1936年)

製糸工場名 所 在 地 府県別特約取引数量 製糸工場名 所 在 地 府県別特約取引数量
〈長 野県 〉 〈東 北 〉

川岸製糸所 長野県諏訪郡川岸村 千 葉 、 206,435 岩手県是製糸㈱福岡工場 岩手県二戸郡福岡町 岩 手 、 62,844貫

茨 城 、 153,264 青 森 、 14,600

岐 阜 、 61,674 秋 田 、 3,049

長 野 、 13,153 小計80,493

愛 知 、 12,210 〃 盛岡工場 岩手県盛岡市下厨川 岩手 、 192,758

栃 木 、 7,660 〃 高田工場 〃 気仙郡高田町 〃 48,312

小計454,396 宮城 、 48,912

平野製糸所 長野県岡谷市 茨 城 、 189,539 小計97,224

長 野 、 49,935 〃 千厩工場 岩手県東磐井郡千厩町 岩手 、 85,372
ノ」、言ナ239,474 宮城 、 (85,372)

尾沢製糸所 長野県岡谷市 茨 城 、 135,858 小 計(170,744)

群 馬 、 126,607 仙台製糸所 宮城県仙台市東八幡町 宮城 、 264,230

千 葉 、 14,268 福 島 、 39,880
ノ」、言†276

,733 小計304,110

下諏訪製糸所 長野県諏訪郡下諏訪町 山梨 、 177,018 両羽製糸所 山形県東置賜郡高畠町 山 形 、147,553

長 野 、 7,697 福 島 、35,364

小計184,715 宮 城 、6,257

松本製糸所 長野県松本市 長 野 、 464,850 秋 田 、2,983

田中製糸所 〃 上高井郡須坂町 〃 125,639 小 計192,157

武井製糸所 〃 上伊那郡伊那富村 〃 193,290 片倉越後製糸株式会社 新潟県中蒲原郡村松町 新 潟 、 98,000

三 重 、 114,177 山形 、 20,551

奈良 4,935 秋 田 、 2,392

京 都 ・ 634 小計120,943

小計313,036 片倉共栄製糸株式会社 新潟県中蒲原郡五泉町 新 潟 、 48,450

飯田製糸所 長野県下伊那郡鼎村 長 野 、61,380 福 島 、 5,530

愛 知 、23,861 山 形 、 3,545

小計85,241 小計57,525

〈関 東 〉 岩代製糸所 福島県郡山市原田 福 島 、 221,690

大宮製糸所 埼玉県北足立郡大宮町 埼 玉 、 167,630 栃木 、 17,418

栃 木 、 29,607 小計239,108

千 葉 、 17,328 片倉磐城製糸株式会社 福島県平市三倉 福 島 、 100,007

茨城 、 14,128 茨城 、 6,636

ノJ、言十228,693 小計106,643

石原製糸所 埼玉県熊谷市 埼 玉 、 140,390 日東紡績㈱金沢製糸所 石川県金沢市諸江町 石 川 、 103,654

群 馬 、 94,602 新 潟 、 48,450

栃 木 、 4,506 福井 13,424

小計239,498 富 山 、 10,238

熊谷製糸所 埼玉県熊谷市 埼 玉 、123,706 福 島 、 5,530

群 馬 、68,400 滋 賀 、 2,710

栃 木 、38,423 小計184,006

小計230,529 〈東海 〉

東武製糸所 埼玉県北埼玉郡三俣村 埼 玉 、150,086 瑞浪製糸所 岐阜県土岐郡瑞浪町 岐 阜 、104,200

群 馬 、29,922 愛 知 、20,196

栃木 、9,635 ノ」、言十124,396

小計189,643 岐阜製糸所 岐阜県岐阜市青柳町 岐 阜 、 218,150

八王子製糸所 東京府南多摩郡小宮町 神奈川 、238,633 愛 知 、 34,064

東 京 ・87,215 三重 、 20,028

埼 玉 、13,560 滋 賀 、 2,650

山 梨 、7,095 小計274,892

小計346,503 愛知製糸所 愛知県一宮市松降通 愛 知 、193,777

多摩製糸株式会社 東京府西多摩郡熊川村 埼 玉 、 107,093 三 重 、14,381

東 京 ・ 95,591 岐 阜 、10,318

ノ』、言十202,684 小計218,476

紀南製糸所 和歌山県日高郡湯川村 和歌 山 、154,136

大 阪 ・2,148

(注)(1)()内 の数値 は,疑 わ しい。宮城 県の特約取 引数量の

集計値 と合計値が一致せ ず,岩 手県是製糸㈱ 千厩工場の

岩手 県 と宮城 県か らの特約取 引数量が同一で ある。

(資料)(片 倉 製糸紡績株式 会社)原 料 課調 「昭和十一 年度産

地 方別,当 社工場 別特 約取引数量調査表」 よ り作 成。

三 重 、593

奈 良 、574

小計157,451
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千葉県,茨 城県,岐 阜県,長 野県のほか,秋 田

県,広 島県,新 潟県,朝 鮮などか らも原料繭調

達 を行 っていた16)。川岸製糸所の特 約取引の

展開は,原 料繭地盤の集約化を伴っていたこと

になる。特 に,千 葉 ・茨城両県が川岸製糸所の

主要特約地盤 として浮上する。

諏訪より遠距離の千葉 ・佐原 ・下館各出張所

及ぴ中津川 出張所 には乾燥機が設置されてお

ひ)17),組 合産繭 を乾繭の上,鉄 道乃至貨物 自

動車によって,川 岸製糸所へ輸送 していたので

あろう。

② 平野製糸所

平野製糸所は,茨 城県内に土浦出張所(土 浦

市)を 設け,1936年 に同県より18万9千 貫余の

特約組合産繭を購入 している。この組合購繭量

は,同 製糸所の特約取引繭量全体の79%を 占め

る。平野製糸所は,同 年茨城県以外に,長 野県

内において原料繭4万9千 貫余の特約取引を行

うものの,そ の比率は21%に とどまる。平野製

糸所は,長 野県内に塩尻繭取扱所(東 筑摩郡塩

尻町)を 開設す る。平野製糸所は,茨 城県 を主

体に一部長野県を特約地盤 としていた。特約取

引が低調だった昭和初年に,平 野製糸所の購繭

地域は,東 筑摩郡 を中心 とする長野県のほか,

茨城県,新 潟県,岩 手県乃至宮城県,和 歌山県,

高知県などであった18)。平野製糸所の特約取

引拡大は,特 に茨城県への集中化へ と向かうこ

とになる。

平野製糸所の所在地である岡谷 より遠距離に

ある土浦出張所には,乾 燥機の設備があり,川

岸製糸所同様,乾 繭の上で鉄道乃至貨物 自動車

で平野製糸所まで輸送 していた もの と思われる。

③ 尾沢製糸所

尾沢製糸所は,茨 城県 と群馬県にそれぞれ取

手出張所(北 相馬郡取手町)と 前橋出張所(前

橋市)を 設置 してお り,1936年 に茨城県から繭

13万5千 貫余,ま た群馬県から繭12万6千 貫余

を特約取引によって買入れている。茨城県には

また尾沢製糸所所属の龍 ヶ崎繭取扱所(稲 敷郡

龍 ヶ崎町)が 存在 し,こ の龍 ヶ崎繭取扱所はか

つての龍 ヶ崎繭買入所であった。尾沢製糸所が

購入 した,茨 城 ・群馬両県の組合産繭は,同 製

糸所の組合購繭量全体の95%に のぽる。尾沢製

糸所は,こ の両県以外には千葉県か ら特約組合

産繭1万4千 貫余を購入す る。尾沢製糸所は,

長野県内においては特約取引を行っていない。

昭和初年に,尾 沢製糸所は,茨 城県,石 川県,

岩手県,東 京府,長 野県特 に諏訪郡,東 筑摩郡,

山梨県な どか ら購繭 してお り19),同 製糸所の

特約取引の展開は,茨 城県と群馬県への特約地

盤の集約化が進行す る。

岡谷 より遠距離の取手出張所 と前橋出張所に

は,乾 繭装置が常備 してお り20),購 入 した組

合産繭を乾繭の上,鉄 道乃至貨物自動車で尾沢

製糸所へ輸送 していよう。

上記の川岸製糸所,平 野製糸所,尾 沢製糸所

共に茨城県を主要特約地盤 としているが,1933

年にはこの3製 糸所以外にも片倉製糸は,後 述

の大宮製糸所,岩 代製糸所及び傍系会社の片倉

磐城製糸株式会社が茨城県内で特約養蚕組合 と

取引 を していた21)。なお同年 に川岸製糸所所

属で茨城県に隣接す る佐原出張所(千 葉県佐原

町)も 茨城県内において,僅 かながら特約取引

を行っていたことが判明する。片倉の川岸製糸

所,平 野製糸所,尾 沢製糸所,大 宮製糸所,岩

代製糸所及び片倉磐城製糸㈱以上6製 糸工場合

わせ ると,1933年 に茨城県において春期 に特約

組合数486,特 約組合員数7,644名,特 約購繭量

247,255貫 に及ぶ。茨城県内で片倉製糸に次い

で特約取引を行った小口製糸は,組 合数,組 合

員数,特 約購繭量共に片倉製糸の半分以下であ

な),片 倉製糸は,茨 城県下最大の特約製糸とし
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て突出した存在であった。

片倉製糸の東日本における繭特約取引の展開

糸所)は,い ずれ も長野県のみを特約繭地盤 と

している。松本製糸所は,長 野県内に篠ノ井出

④ 下諏訪製糸所

下諏訪製糸所は,山 梨県内に韮崎繭取扱所

(北巨摩郡韮崎町)を 開設 し,1936年 に同県 よ

り17万7千 貫余の特約組合産繭 を確保 している。

この数量は,下 諏訪製糸所の特約組合からの購

繭量全体の96%を 占める。山梨県以外では,下

諏訪製糸所は,長 野県において7千 貫余の繭特

約取引を行うのみである。山梨県を特約地盤 と

するのは,片 倉製糸では下諏訪製糸所と後述の

八王子製糸所に限られてお り,特 約地盤 として

同県東山梨郡 と南都留郡が八王子製糸所に,両

郡以外の略山梨県全域 を下諏訪製糸所 にそれ

ぞれ地盤分割 していた22)。1936年 では,下 諏

訪 ・八王子両製糸所が山梨県か ら調達する特約

組合産繭全体の96%を 下諏訪製糸所が占めてい

た。昭和初年に,下 諏訪製糸所の購繭地域は,

長野県 を中心に山口県,新 潟 県,山 梨県に亘

っていたが23),特 約取引の拡 大に伴 い,同 製

糸所では,片 倉製糸諸工場の中で早期且つ最 も

大規模に第三者検定による正量取引を行ってい

た24)山梨県への ほぽ特約一極化が進行す る。

下諏訪製糸所の長野県内の主要特約地盤は,小

郡 を中心にしていたようである25)。

韮崎繭取扱所の前身である,か つての韮崎出

張所26)(韮 崎買入所)に は乾 繭設備 がな く27),

生繭のまま下諏訪製糸所へ鉄道乃至貨物 自動車

で輸送 していた もの と推測する。長野県内の組

合産繭の輸送は,短 ・近距離のため生繭のまま

貨物 自動車によって行われていたのであろう。

上記諏訪地方所在の片倉製糸4工 場 は,特 約

地盤の大部分若 しくはすべてを県外に求めてい

た。

⑤ 松本製糸所 ・田中製糸所

松本製糸所と田中製糸所(旧 称 ・須坂田中製

張所(更 級郡篠 ノ井町)と 上 田出張所(上 田

市),そ れに豊科繭取扱所(南 安曇郡豊科町),

大町繭取扱所(北 安曇郡大町),伊 勢町繭取扱

所(松 本市)を 設置 して,1936年 に県内から特

約取引繭量46万4千 貫余を調達する。 また田中

製糸所は,同 じく長野県内に中野繭取扱所(下

高井郡中野町)を 開設 して,特 約取引繭量12万

5千 貫余を購入する。松本製糸所の特約地盤は,

その所属各出張所及び繭取扱所の所在場所など

か らして,更 級郡,南 ・北安曇郡,小 県郡,上

田市,東 筑摩郡,松 本市などにあ り,田 中製糸

所は,同 製糸所及び繭取扱所の所在地である上

・下高井郡のほか,特 約養蚕組合を設置 してい

た上 ・下水内郡,埴 科郡などの北信地方を特約

地盤 として ようであ る28)。松本製糸所 は,か

つて奈良県に五條出張所,田 中製糸所は新潟県

に直江津出張所 を設置 していた29)。両製糸所

共,長 野県下へ,特 に製糸所周辺諸郡への特約

地盤の集中がみられる。

田中製糸所は,1931年7月1日 に須坂合同運

送店並びに吉田合同運送店 と駅貨物取扱料引下

げ協定を結び,到 着品のうち生繭(及 び乾繭)

の手数卸料金 を1本 に付1銭8厘,「 配達及集

貨料」を2銭5厘 と決め ている30)ことか ら,

貨物 自動車による繭運搬のほか,鉄 道を利用 し

て購入産繭の輸送 を行っていた可能性がある。

⑥ 武井製糸所

武井製糸所は,三 重県に亀山出張所(鈴 鹿郡

亀山町)を,長 野県内に赤穂繭取扱所(上 伊那

郡赤穂村)と 岩村田繭取扱所(北 佐久郡岩村田

町)を それぞれ設置 し,1936年 に長野県から19

万3千 貫余,三 重県から11万4千 貫余を特約購

繭 していた。この長野県 と三重県か らの特約購

繭量は,武 井製糸所の特約組合購繭量全体の,
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前者が62%,後 者が36%を 占めていて,両 者合

せて98%に のぽる。そのほか,武 井製糸所は,

奈良県と京都府から僅かに数千貫乃至数百貫の

繭を特約取引により入手する。昭和初年に,武

井製糸所は,長 野県,三 重県,愛 知県 を中心に

福島県,新 潟県,茨 城県な どを主要購繭地 と

していたが31),特 約取引の進展 と共に特約地

盤を長野県 と三重県に集中することになる。武

井製糸所の長野県内の主要特約地盤は,上 伊那

郡や北佐久郡乃至東筑摩郡32)に求め られ よう。

片倉製糸諸工場の中で武井製糸所以外に,後 述

する東海地方所在の岐阜製糸所,愛 知製糸所,

紀南製糸所 も三重県を特約地盤 としていたが,

この4製 糸所 を合せ た特約取引繭総量の77%を

武井製糸所が確保 している。片倉製糸諸工場の

中で,武 井製糸所が三重県を最大の特約地盤 と

していたのである。

繭運搬 に関 しては,遠 距離の三重県産繭は,

亀山出張所で乾繭の上,鉄 道輸送,そ して短 ・

近距離の長野県産繭は,貨 物自動車輸送が考え

られる。

⑦ 飯田製糸所

飯田製糸所は,1936年12月31日 に保証責任下

伊那生糸販売購買利用組合連合会に譲渡 されて

おり,後 に片倉本社所属 となる飯田出張所(飯

田市)と 大河原繭取扱所(下 伊那郡大鹿村)は,

譲渡当時には同製糸所の管轄下にあった もの と

思われ る。同 じく片倉本社所属の遠 山乾燥場

(下伊那郡木沢村)に ついては,1931年8月28

日開催の取締役会において,飯 田製糸所所属の

乾燥場 として増築案が上呈 されていた33)。こ

の増築理由は,特 約組合が増加 して,乾 燥設備

が狭隆 となったためである。また同年9月28日

開催の取締役会では,遠 山乾繭場買収の案件が

提出 され る34)。遠 山乾燥場の買収案浮上 は,

特約取引の拡大 と共に,同 乾燥場の重要性が増

したことに由来 しよう。飯田製糸所の出張所や

繭取扱所,乾 燥場 は,飯 田市,下 伊那郡 に集中

してお り,1936年 に同製糸所の特約組合購繭総

量8万5千 貫余の72%に あたる6万1千 貫余を

長野県か ら確保する。飯田製糸所は,長 野県特

に下伊那地方を主要特約地盤 として,隣 接の愛

知県か ら2万3千 貫余の組合産繭 を購入する。

大河原繭取扱所前身の大河原繭買入所の買収に

関 して,飯 田製糸所の申請に基づ き,1826年11

月18日 の取締役会において審議 され,ま た飯田

製糸所所属の温田繭買入所(下 伊那郡泰阜村)

の電話架設費寄付の案件が,1927年11月28日 の

取締役会 に上呈 されていた35)。この事実は,

下伊那郡において購繭地盤から特約地盤への移

行が進んでいたことを思わせ る。

飯田製糸所 においては,短 ・近距離 にある特

約組合産繭等の運搬は,貨 物自動車によってい

たのであろう。

(2)関 東地方の片倉諸製糸工場

① 大宮製糸所

関東地方所在の片倉製糸諸工場の中で,ま ず

大宮製糸所についてみると,1936年 に同製糸所

は,特 約取引繭総量22万8千 貫余の うち,地 元

の埼玉県内から16万7千 貫余,次 いで栃木県か

ら2万9千 貫余,そ して千葉県から1万7千 貫

余,茨 城県から1万4千 貫余をそれぞれ購入す

る。大宮製糸所の特約取引は,埼 玉,栃 木,千

葉,茨 城各県に及び,こ のうち埼玉県のみで73

%を 占め,埼 玉県が大宮製糸所の最大の特約地

盤であったことが分かる。埼玉県内においては,

1935年 に大宮製糸所は,南 埼玉郡,北 葛飾郡,

入間郡(川 越市 を含む),北 足立郡,比 企郡に

亘って特約取引 を展開 してお り,こ の中で南埼

玉郡か ら4万7百 貫余,北 葛飾郡か ら4万5百

貫余を調達 し,こ の両郡 を合せると,同 製糸所
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片倉製糸の東日本における繭特約取引の展開

の特約取引繭総量13万1千 貫 余の62%を 占め

ていた36)。大宮製糸所 は,埼 玉県 内では南埼

玉郡 ・北葛飾郡両郡を主要特約地盤 とする。

大宮製糸所の特約組合産繭等の短 ・近距離輸

送は,従 来の荷馬車 ・荷車輸送に代わって,貨

物 自動車に依っていたことであろう。

② 石原製糸所

石原製糸所は,1936年 に大宮製糸所を若干上

回る23万9千 貫余の特約購繭量の うち,14万 貫

余を埼玉県から,9万4千 貫余を群馬県か ら,

残 る4千 貫余を栃木県から,そ れぞれ入手す る。

石原製糸所の特約購繭総量の うち,埼 玉県のみ

で過半の59%を 占めてお り,大 宮製糸所同様,

埼玉県が石原製糸所の最大の特約地盤であった。

この埼玉県と群馬県を合せた特約購繭量は,石

原製糸所の特約購繭量全体の98%に 達する。石

原製糸所は,特 約取引を埼玉県を主体 にして,

埼玉 ・群馬2県 に集中する。埼玉県内では,19

35年 に石原製糸所の特約取引は,北 埼玉郡,大

里郡(熊 谷市を含む,以 下 同),北 足立郡(浦

和市を含む,以 下同),入 間郡(川 越 市を含む,

以下同),比 企郡,児 玉郡の6郡(各 市部を含

む)に 及ぶ。特約取引が僅少の児玉郡 を除 くと,

上記4郡(市 部を含む)か らの特約購繭量はい

ずれ も2万 貫台であるが,埼 玉県を特約地盤 と

する片倉製糸諸工場の中で,石 原製糸所は,北

足立郡,比 企郡,大 里郡3郡 で最大の特約購繭

を行 う。また石原製糸所のみが,片 倉製糸諸工

場の中で,児 玉郡において僅少 とはいえ特約取

引を展開する。1930,31年 に石原製糸所の特約

取引率は,そ れぞれ春蚕期80%,74%,初 秋蚕

期80%,78%,晩 秋蚕期60%,48%で あった37)。

石原製糸所の特約取引率は,変 動 を伴いながら

着実に上昇 して,1936年 には90%を 越えるまで

になる。

石原製糸所は,大 宮製糸所同様,旧 来の荷馬

車,荷 車などによる購繭輸送から,特 約取引の

拡大 に伴い,特 約組合産繭や肥料その他の運搬

に貨物自動車 を用いてことであろう。

③ 熊谷製糸所

熊谷製糸所は,石 原製糸所 と同様に,熊 谷市

に所在 し,埼 玉県,群 馬県,栃 木県において特

約取引を展開する。1936年 に熊谷製糸所の特約

購繭総量23万 貫余のうち,埼 玉県から12万3千

貫余,群 馬県から6万8千 貫余,栃 木県から3

万8千 貫余を調達する。この県別割合をみると,

埼玉県が過半の53.4%,群 馬県29.7%,栃 木県

16.7%を 占め,埼 玉県 と群馬県の特約購繭量を

合せ ると,そ の比率は83%に のぽ る。熊谷製糸

所は,石 原製糸所同様,特 約取引を埼玉県 を中

心に,埼 玉 ・群馬2県 に大 きく依存する。なお,

熊谷製糸所は,栃 木県に足利繭取扱所(足 利郡

山辺村)を 開設 しており,栃 木県を特約地盤 と

する既述の川岸製糸所や上記大宮製糸所 ・石原

製糸所及び後述の東武製糸所の中で,熊 谷製糸

所が栃木県を最大の特約地盤 としている。1935

年に埼玉県内においては,熊 谷製糸所は,北 埼

玉郡,比 企郡,秩 父郡,大 里郡で特約取引を展

開 しており,こ の4郡 の中で北埼玉郡の特約購

繭量のみで,同 製糸所の県内特約購繭総量の約

半分 を占める。熊谷製糸所の特約取引は,北 埼

玉郡 を主体 とし,ま た埼玉県を特約地盤 とする

片倉製糸諸工場の中で,唯 一秩父郡を特約繭取

引地 としていた。

熊谷製糸所は,石 原製糸所 と同様 に,昭 和初

年に貨物自動車を所有 してお り,特 約組合産繭

を初めとする物資輸送に利用 していたのであろ

う。

④ 東武製糸所

東武製糸所は,石 原製糸所と熊谷製糸所同様

に,1936年 に埼玉県 と,隣 接する群馬県,栃 木

県において特約取引を行っている。ただ し,東
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武製糸所の特約取引繭量は,埼 玉県が15万 貫余

と最 も多 く,比 率にして79%を 占める。次いで,

群馬県の2万9千 貫余,栃 木県の9千 貫余 と続

く。群馬県には片倉製糸の工場はな く,同 県に

隣接す る長野県 と埼玉県所在の片倉製糸4工 場

(尾沢製糸所,石 原製糸所,熊 谷製糸所,東 武

製糸所)が,群 馬県において特約取引を展開 し

ていた。群馬県においては,こ の片倉製糸4工

場は,特 約地盤を分割 していたのであろう。

東武製糸所は,1935年 に埼玉県内では特約取

引を北埼玉郡,南 埼玉郡,北 足立郡において行

ってお り,中 でも北埼玉郡からは特約購繭量11

万9千 貫余にのぽ り,比 率に して96%に 達する。

同製糸所の他の2郡 における特約取引量は,1

千～3千 貫台にすぎない。東武製糸所(旧 武州

製糸株式会社)の 特約取引は,埼 玉県それ もそ

の所在地方である北埼玉郡に殆ど一極化 し,繭

不足分は,隣 接諸郡及ぴ隣接諸県において調達

していたのである。

⑤ 八王子製糸所

八王子製糸所は,神 奈川県内に厚木繭取扱所

(愛甲郡厚木 町),東 京府内 に府 中繭取扱 所

(北多摩郡府中町)と 原町田繭取扱所(南 多摩

郡原町田村)及 び能ヶ谷繭取扱所(南 多摩郡鶴

川村)を それぞれ設置 していた。八王子製糸所

の特約取引は,神 奈川県,東 京府,埼 玉県,山

梨県4府 県に及んでおり,1936年 に特約取引繭

総量34万6千 貫余の うち,神 奈川県から3分 の

2以 上の23万8千 貫余を,東 京府から4分 の1

に当たる8万7千 貫余をそれぞれ購入 し,両 者

合せて94%に のぽ る。八王子製糸所の埼玉県 と

山梨県からの特約取引繭量は,各1万 貫前後に

とどまる。なお1935年 には,埼 玉県 において八

王子製糸所の特約取 引は,み られ なか った。

1929年 に八王子製糸所は,特 約組合55組 合を有

してお り,こ の特約組合 に肥料のほか,片 倉

製蚕種24,750枚,桑 苗10,350本 を配給 ・斡旋 し

ていた38)。

八王子製糸所は,昭 和初年に貨物 自動車を所

持 してお り,特 約組合産繭のほか,肥 料,蚕 種,

桑苗さらに生糸などの輸送手段 として活用 して

いよう。

⑥ 多摩製糸株式会社

多摩製糸株式会社 は,埼 玉県と東京府におい

て特約取引を展開 し,1936年 に埼玉県か ら10万

7千 貫余,東 京府から9万5千 貫余をそれぞれ

調達する。多摩製糸株式会社の埼玉県からの特

約繭調達量は,同 社の特約取引繭総量20万2千

貫余の過半の53%を 占めてお り,八 王子製糸所

同様,隣 接する府外の特約依存度が高い。1935

年に多摩製糸株式会社は,埼 玉県内においては,

入間郡から繭5万 貫余の特約取引を行っていた。

埼玉県を特約地盤 とする片倉製糸諸工場の中で,

多摩製糸株式会社が入間郡を最大の特約地盤 と

していた。

昭和初年に多摩製糸株式会社は,自 家用貨物

自動車 を所有 してお り,特 約組合産繭を初めと

す る各種の輸送に使用 していたもの と推測する。

(3)東 北地方の片倉諸製糸工場

① 岩手県是製糸株式会社

東北地方の片倉製糸諸工場(傍 系製糸を含

む)の 地域別特約取引について瞥見することに

しよう。

まず,岩 手県是製糸株式会社(1929年 創立)

は,福 岡 ・盛岡 ・高田 ・千厩4工 場合せて,19

36年 に特約取引繭総量54万1千 貰余のうち,本

・拠地の岩手県か ら38万9千 貫余,宮 城県か ら13

万4千 貫余,青 森県から1万4千 貫余,秋 田県

から3千 貫余をそれぞれ調達する。岩手県のみ

の繭調達で72%,宮 城県分を合せると97%に 達
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する。岩手県是製糸株式会社の創立に伴い,岩

手県所在の片倉製糸 ・盛岡製糸所を同社へ譲渡

すると共に,同 製糸所所属の一ノ関出張所及び

後述の如 く仙台製糸所所属の宮古買入所,高 田

買入所の ほか,尾 沢製糸所所属の千厩出張所

(←千厩買入所)も 岩手県是製糸株式会社へ移

管となる。

岩手県是製糸㈱各工場の特約購繭地方に違い

が生 じている。岩手県是製糸㈱の主工場 ・盛岡

工場は,特 約地盤をすべて岩手県内に求め,19

36年 に19万2千 貫余の特約取引を実施する。盛

岡工場は,岩 手県内に一ノ関繭取扱所(西 磐井

郡一ノ関町),川 井繭取扱所(下 閉伊郡川井村),

宮古繭取扱所(下 閉伊郡宮古村)を 設置 してお

り39),県 内の本 拠 地 ・岩手 郡(盛 岡市 を含

む)及 び西磐井郡,下 閉伊郡 を中心に特約取引

を行っていたのであろう。

岩手県是製糸㈱ ・福岡工場は,岩 手県,青 森

県,秋 田県3県 に亘って特約取引を展開する。

1936年 に福岡工場の特約取引繭総量8万 貫余の

うち,78%を 占める6万2千 貫余を岩手県内か

ら調達 し,残 る22%を 青森県(1万4千 貫余)

及ぴ秋田県(3千 貫余)か ら求める。福岡工場

が片倉製糸諸工場の中で唯一青森県で特約取引

を行ってお り,同 工場が岩手県北部に位置 し,

青森県に近接する地理的関係 と無縁ではないで

あろう。福岡工場は,岩 手県内に小川繭取扱所

(下閉伊郡小川村)と 穴沢乾燥場(下 閉伊郡穴

沢村)を 設立 しているところから,県 内では下

閉伊郡のほか,同 工場所在地の二戸郡 を主要特

約地盤 としていたものといえよう。

岩手県是製糸㈱ ・高田工場は,岩 手県内に大

槌繭取扱所(上 閉伊郡大槌町)と 盛町繭取扱所

(気仙郡盛町)を 設置 し,県 内か ら原料繭4万

8千 貫余を特約取引によって調達 している。高

田工場は,岩 手県外においても特約取引を展開

し,隣 接の宮城県か ら岩手県 と殆 ど同量の4万

8千 貫余を購繭する。高田工場の岩手県 ・宮城

県両県からの特約取引繭量は,9万7千 貫余に

な る。1930年 に操業 を開始 した高田工場 は,

同年 に購入原料繭産地 として,気 仙郡組合 か

ら45,781貫,千 厩部内から10,556貫,三 本木部

内から3,525貫,一 ノ関部内から9,431貫,合 計

69,293貫 を調達す る40)。高田工場が本拠地 を

置 く気仙郡から全体の3分 の2を 購繭 してお り,

気仙郡を同工場の主要購繭地盤 とす る,そ の後

1931年 と32年に千厩工場 と福岡工場がそれぞれ

開業す ると共に原料繭購入産地の変更をみるが,

原料地盤 としての気仙郡に変更はな く,こ れに

上閉伊郡が加わり,1936年 には両郡地域を高田

工場の主要特約地盤 としていたのであろう。岩

手県南部に位置する高田工場 は,岩 手県内以外

に特約地盤 として,地 理的に近 く,ま た交通上

も利便性があ り,か つ岩手県内での同社他工場

との地盤競争を避けて,岩 手県以上 に産繭量豊

富な宮城県に特約地盤 を求めたであろ う。

高田工場は,1931年5月23日 に気仙沼合同運

送店 と駅 「貨物積卸賃金」協定を締結 し,到 着

品のうち生繭(及 ぴ乾繭)の 「手数荷卸料共」

1本 に付20銭 と決 めている41)ことか ら,一 部

鉄道を利用 した購入産繭の輸送を行 っていた可

能性がある。高田工場の貨物 自動車輸送に関し

ては,不 明である。

岩手県是製糸㈱ ・千厩工場 は,1936年 に岩手

県内か ら8万5千 貫余,宮 城県か ら数万貫42)

を特約購繭する。1931年 に千厩工場は,原 料繭

の8割 以上 を県内の東 ・西磐井郡部内より購入

してお り,そ のほか宮城県北部の登米郡などか

ら購繭 していた43)。千厩工場の主要特約地盤

は,岩 手県内の東磐井郡 ・西磐井郡両郡 にあっ

た ようである。なお,千 厩工場の女工298人 中,

出身地 は東 ・西磐井郡237人,気 仙郡25人,本

吉郡12人,福 島県19人,そ の他5人 であった44)。

千厩工場の女工の8割 が,東 ・西磐井郡出身者
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によって占められてお γ),両郡 は千厩工場の特

約地盤であると同時に,女 工地盤で もあった。

② 仙台製糸所

仙台製糸所は,地 元の宮城県 と隣県の福島県

において特約取引を展開 し,1936年 に宮城県か

ら26万4千 貫余,福 島県から3万9千 貫余をそ

れぞれ調達する。仙台製糸所の特約取引繭総量

のうち,87%を 宮城県に求めてお り,同 製糸所

の特約地盤は,圧 倒的に県内にあった。仙台製

糸所の特約取引率が5割 強であった1930年 に,

同製糸所は,県 内の伊具 ・名取 ・亘理 ・宮城 ・

柴田 ・刈田 ・本吉各郡地方及ぴ福島県相馬郡地

方において,特 約養蚕組合長会議や実行班長会

を開催 していた45)。県央 に位置す る仙 台製糸

所は,県 南地方を主要特約地盤 とし,隣 接する

福島県北部を含めて特約取引圏内に収めている。

仙台製糸所は,1929年 に岩手県内に宮古繭買入

所(宮 古繭取扱所の前身),高 田繭買入所 を設

置 していたが46),岩 手県是製糸株式会社 の創

立 とその製糸工場の増設に伴い,同 社に宮古 ・

高田両繭買入所を移管(・ 譲渡)し,岩 手県内か

ら撤退 していく。仙台製糸所の特約地盤は,宮

城県内への拡大 ・深化と一一部福島県への進出が

みられたといえよう。1930年 に仙台製糸所は,

特約養蚕組合 に蚕種21,087枚 ・1,500オ ンス ・

100箱,肥 料10,986夙 を販売 していた47)。

仙台製糸所 は,昭 和初年に貨物自動車 を所有

しており,特 約組合産繭のほか,蚕 種,肥 料な

どの物資輸送に使用 していたのであろう。

③ 両羽製糸所

両羽製糸所は,1936年 に特約取引繭総量19万

2千 貫余のうち,天 童繭取扱所(東 村山郡天童

町)と 山形繭取扱所(山 形市)を 設置する山形

県内から14万7千 貫余,福 島県から3万5千 貫

余,宮 城県か ら6千 貫余,秋 田県か ら2千 貫余

を購入する。両羽製糸所は,山 形県,福 島県,

宮城県,秋 田県の4県 に亘って,特 約取引を展

開する。両羽製糸所の県別特約繭調達割合は,

山形県のみで77%を 占め,同 県を最大の特約地

盤 としていた。両羽製糸所は,1929年 に同製糸

所の特約取引率が9割48),翌30年 に1ま100%49)

に達 している。両羽製糸所は,福 島県を山形県

に次 ぐ特約地盤 としていたが,1929年 頃まで福

島出張所 を開設 してお り,従 来から両羽製糸所

の購繭地 として存在 していた。1932年 に川岸製

糸所所属の秋田出張所を両羽製糸所へ移管する

際に,秋 田県の購繭地域を仙北郡,河 辺郡,南

・北秋田郡を岩手県是製糸株式会社へ ,平 鹿郡,

雄勝郡,由 利郡 を両羽製糸所へそれぞれ分割 し

ている50)。片倉製糸が製糸工場 を設立 してい

ない秋田県のうち,岩 手県是製糸株式会社が秋

田県北部を,両 羽製糸所が秋田県南部をそれぞ

れ購繭地盤 としていたようである。

山形県内の特約地域 としては,1930年 に両羽

製糸所が貨物自動車輸送業者 と協定 した地域別

生繭運賃表51)から判断す る と,同 製糸所や天

童 ・山形両繭取扱所所在地を含む,山 形市,米

沢市,東 ・西 ・南置賜郡,東 ・西村山郡に及ん

でお り,両 羽製糸所は,山 形県南地方を主要特

約地盤 としていたようである。

両羽製糸所は,昭 和初年に貨物自動車 を所持

してお り,貨 物輸送会社への一部委託と共に同

製糸所自ら,特 約組合産繭を初め とする物資の

輸送に利用 していたものと思われる。

④ 岩代製糸所

岩代製糸所は,地 元の福島県内に会津繭取扱

所(北 会津郡一箕村)を 設置し,1936年 に福島

県内から22万1千 貫余を,ま た隣接の栃木県よ

り1万7千 貫余をそれぞれ特約取引によって調

達する。岩代製糸所の特約取引繭総量23万9千

貫余の内,福 島県のみで93%を 占める。福島県
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を特約地盤 とする片倉製糸諸工場は,岩 代製糸

所のほか,前 述の仙台製糸所,両 羽製糸所及び

後述の片倉磐城製糸株式会社,片 倉共栄製糸株

式会社,日 東紡績㈱金沢製糸所であるが,こ の

中で岩代製糸所が地元の福島県を最大の特約地

盤 としていた,岩 代製糸所は,か つて平出張所,

東北福島出張所のほか,会 津出張所を設けてお

り,後 者は会津繭取扱所の前身であろう。岩代

製糸所は,片 倉製糸が製糸工場を設置 していな

い栃木県へ特約進出 し,既 述の川岸製糸所,大

宮製糸所,石 原製糸所,東 武製糸所 と共 に,原

料繭不足分 を調達する。上記諸製糸所の栃木県

での特約取引による原料繭購入量は,最 大で3

万8千 貫余,最 少では4千5百 貫余にすぎない。

岩代製糸所は,1933年 に茨城県において,特

約養蚕組合数7組 合(春 蚕,以 下同),同 組合

員数86人 を有 し,2,130貫 を購繭 していた52)。

岩代製糸所の特約地盤は,茨 城県から撤退 し,

福島県への集中化が進行 していったのであろう。

岩代製糸所は,仙 台製糸所,両 羽製糸所同様,

昭和初年に貨物 自動車 を所有 してお り,特 約組

合産繭や肥料などの輸送に使用 していよう。

,⑤ 片倉磐城製糸株式会社

片倉磐城製糸株式会社(1929年 創立)は,岩

代製糸所同様,福 島県を本拠地 としており,同

県と茨城県において特約取引を展開する。1936

年に片倉磐城製糸株式会社は,特 約取引繭総量

10万6千 貫余のうち,そ の94%に あたる約10万

貫を福島県から,そ して茨城県から6千 貫余を

それぞれ調達 していて,福 島県を最大の特約地

盤 としていたのである。片倉磐城製糸株式会社

は,1933年 に茨城県において特約養蚕組合数18

組合(春 蚕,以 下同),特 約組合員数183名 を有

し,2,848貫 を購繭 していた53)。

1932年 に片倉製糸 は,岩 代製糸所所属の平

出張所を片倉磐城 製糸株式会社へ移管 してお

り54),片 倉磐城製糸株式会社の特約地盤の福

島県への集中化 と岩代製糸所 との県内ほぽ2極

分割化及び原料繭不足分の隣県への進出が進ん

だ結果,片 倉磐城製糸株式会社の主要特約地盤

は,平 市周辺地域を中心 とする福島県東南部か

ら隣接の茨城県北部年かけての地域に求められ

よう。1930年 に片倉磐城製糸株式会社の案内で,

磐城郡 と双葉郡両郡養蚕組合長代表各1名 は,

岡谷の片倉養蚕所及び関西方面の桑園視察に出

かけており,ま た同年に片倉磐城製糸株式会社

は,磐 城郡 と双葉郡の両養蚕同業組合事業費及

び磐城郡内技術員協会春期総会費への寄付,更

に磐城郡三坂街道改修工事費,磐 城郡上遠野村

沢繋道路改修工事費へそれぞれ寄付 を行ってお

り55),福 島県東南部の磐城 ・双葉両郡 と片倉

磐城製糸株式会社 との関係 は,密 接であった。

片倉磐城製糸株式会社は,昭 和初年に貨物 自

動車を所持 してお り,特 約組合産繭ほか,蚕 種,

肥料などの物資輸送に活用 していたのであろう。

⑥ 片倉越後製糸株式会社

1927年 創立の片倉越後製糸株式会社(1938年

に片倉製糸と合併後,越 後第一工場と改称)は,

地元の新潟県,山 形県,秋 田県において特約取

引を行ってお り,1936年 に新潟県から9万8千

貫,山 形県か ら2万 貫余,秋 田県か ら2千 貫余

を購入する。片倉越後製糸株式会社の新潟県か

らの特約購繭量は,同 社の特約取引繭総量12万

貫余の81%に 達 し,新 潟県が同社最大の特約地

盤であった。1932年 に下諏訪製糸所所属の直江

津出張所は,片 倉越後製糸株式会社へ移管 され

てお り56),同 社の特約地盤が,新 潟県 に集中

する契機になった もの と思われる。

片倉越後製糸株式会社は,昭 和初年に貨物自

動車を所有 しており,特 約組合産繭その他の物

資輸送 に使用 していた もの と推測する。 また片

倉越後製糸株式会社は,1930年 に村松駅前合同
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運送店 との間で貨物積卸賃金の2割 値引協定を

結んでお り57),秋 田県など遠隔地か らの繭輸

送は,鉄 道に依っていた可能性 もある。

・⑦ 片倉共栄製糸株式会社

1929年 創立の片倉共栄製糸株式会社(1937年

に片倉製糸が譲受け,翌 年越後第二工場 と改

称)は,片 倉越後製糸株式会社同様,本 拠地を

置 く新潟県のほか,隣 接す る福島県 と山形県に

おいて特約取引を展開 してお り,1936年 に同社

特約取引繭総量5万7千 貫余の84%に あたる4

万8千 貫余を新潟県か ら調達する。片倉共栄製

糸株式会社は,片 倉越後製糸株式会社 と同様に,

新潟県を最大の特約地盤 としていた。片倉共栄

製糸株式会社の福島県 と山形県からの特約取引

による原料繭調達は,そ れぞれ5千 貫余,3千

貫余にとどまる。

⑧ 日東紡績㈱金沢製糸所

日東紡績㈱金沢製糸所は,1936年 に特約取引

繭総量18万4千 貫余のうち,地 元の石川県から

10万3千 貫余,新 潟県か ら4万8千 貫余,福 井

県か ら1万3千 貫余,富 山県から1万 貫余,福

島県か ら5千 貫余,滋 賀県から2千 貫余をそれ

ぞれ調達する。金沢製糸所は,新 潟県を初めと

して,6県 に亘って特約取引を展開しており,

川岸製糸所,姫 路製糸所と共に,片 倉製糸諸工

場の中で最 も広域な特約購繭網を敷いていた。

金沢製糸所が石川県から調達す る特約取引繭量

のみで,同 製糸所全体の56%を 占め,新 潟県の

それを含めると83%に 上る。金沢製糸所は,最

大の特約地盤である石川県 と新潟県を主要特約

地盤 とする。片倉製糸諸工場の中で,新 潟県を

特約地盤 とするのは,上 述のいずれも傍系製糸

会社である片倉越後製糸株式会社と片倉共栄製

糸株式会社及び日東紡績㈱金沢製糸所であった。

この3製 糸会社の中で,片 倉越後製糸株式会社

が新潟県を最大の特約地盤 としてお り,3製 糸

会社の新潟県における特約取引繭量全体の過半

を占めていたのである。また既述の如 く,片 倉

製糸諸工場の中で,日 東紡績㈱金沢製糸所のみ

が,石 川県,福 井県,富 山県の北陸3県 を特約

地盤 としていた。片倉製糸の特約取引諸府県の

中で,片 倉1工 場のみの特約取引は,こ の北陸

3県 のほかには青森県,神 奈川県,鳥 取県,徳

島県に限られる。

日東紡績㈱金沢製糸所は,昭 和初年に貨物自

動車を所持 しており,特 約組合産繭や肥料など

の輸送に活用 していたのであろう。

(4)東 海地方の片倉諸製糸工場

① 瑞浪製糸所

東海地方の片倉製糸諸工場の地域別特約取引

を検討 しよう。

まず,瑞 浪製糸所か らみると,同 製糸所は,

岐阜県 と愛知県2県 に亘って特約取引を展開 し

てお り,1936年 に特約取引繭総量12万4千 貫余

のうち,所 在地の岐阜県から10万4千 貫余,愛

知県か ら2万 貫余をそれぞれ購入 している。瑞

浪製糸所は,岐 阜県から特約取引繭総量の84%

を調達 していたのである。

瑞浪製糸所は,昭 和初年に松本製糸所か ら多

治見出張所の移管 を受けており,岐 阜県下の多

治見出張所は,愛 知県に隣接 していて,愛 知県

内の購繭活動は,同 出張所を中心に行われてい

たのであろう。1929年 に既に瑞浪製糸所の特約

取引率は8割 に達 しており,特 約養蚕組合長会

議は,多 治見出張所部内と瑞浪製糸所所在地の

瑞浪部 内に分れて,開 催 されていた58)。また

瑞浪 製糸所は,1929年 の春蚕期 に 「桑葉大不

足」が生 じた際に,愛 知県方面より約2万 貫 を

買入れて,各 特約組合 に配布 している59)。多

治見出張所の瑞浪製糸所への移管によって,岐
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阜県への特約地盤の集約化が一層進んだことで
曜

あろう。

瑞浪製糸所は,昭 和初年に貨物 自動車を所有

してお り,特 約組合産繭のほか,蚕 種,肥 料,

桑葉などの物資輸送に利用 していよう。また瑞

浪製糸所は,1930,31両 年 に㊨瑞浪共同運送株

式会社 と手数料契約 を結ぴ,鉄 道到着の生繭1

本に付3銭(乾 繭 ・ドンタク袋入1本 に付4

銭)と 定めてい る60)ことか ら,原 料 繭の輸送

に一部鉄道を使っていた可能性 もある。

② 岐阜製糸所

岐阜製糸所(旧 称 ・岐阜田中製糸所)は,19

36年 に岐阜県,愛 知県,三 重県,滋 賀県4県 に

亘 って,特 約取引を展開 しており,こ の内同製

糸所が本拠地に据える岐阜県か ら21万8千 貫余,

比率にして岐阜製糸所の特約取引繭総量27万4

千貫余の79%を 仕入れている。岐阜製糸所は,

岐阜県に隣接す る上記3県 のうち,愛 知県から

3万4千 貫余,三 重県から2万 貰余,滋 賀県か

ら2千 貫余を調達するにとどまる。瑞浪製糸所

と共に岐阜県所在の岐阜製糸所は,岐 阜県を最

大の特約地盤 としていた。岐阜製糸所の特約取

引繭総量の12%を 購入する愛知県内では,1927亀

年に幡豆郡福地村 ・福地繭買入所において年間

6万 円を購繭 してお り,翌28年5月8日 の取締

役会に福地繭買入所新設の案件が上程 されてい

る61)。岐阜製糸所の愛知県内の特約地盤 は,

その後に地盤変更がないとすれば,幡 豆郡地方
■

にあった とみ られ る。

岐阜製糸所 の特約取 引率 は,1929年 に60.5%

(特 約 購 繭 量189,663貫)62),1930年 に76.5%

(特 約 購 繭 量200,688貫)63》 で あ り,既 に1920年

代 末 に岐阜 製糸所の主要 な繭取 引方法 は,特 約

取 引 にあった とい うこ とがで きる。岐阜 製糸所

は,1930年 春 蚕期 に,蚕 種13,400枚 を特約 組合 に

配 布 して お り64),ま た 翌31年 に は桑 苗351,500

本を特約組合に無償配布 している65)。

岐阜製糸所は,昭 和初年に貨物自動車を所持

してお り,特 約組合産繭のほか,蚕 種,桑 苗,

肥料などの運搬に使用 していたもの と思われる。

③ 愛知製糸所

愛知製糸所は,1936年 に特約取引繭総量21万

8千 貫余のうち,地 元の愛知県から19万3千 貫

余,三 重県か ら1万4千 貫余,岐 阜県から1万

貰余を調達する。愛知製糸所は,特 約取引によ

る原料繭調達全体の89%を 愛知県内に求め,不

足繭を隣接2県 から取得す る。

愛知製糸所は,1930年7月27日 に愛知県内の

千種 出張所 を武方製糸所 よ り引継 いでお り66),

特約地盤の集約化が進み,同 製糸所所在地方を

含めた愛知県西部 を主要特約地盤 としていたの

であろう。1931年2月3日 に組合長93名 が出席

をみた,工 場主催の養蚕組合長会議のほか,同

月9日 には千種出張所部内の養蚕組合長会議が

開催 される67)。

片倉製糸諸工場の中で,愛 知県を特約地盤 と

しているのは,愛 知製糸所のほか,既 述の岐阜

製糸所,瑞 浪製糸所,飯 田製糸所,川 岸製糸所

の5工 場であった。 この内,愛 知製糸所のみで

上記5工 場の愛知県 における特約取引繭量全体

の68%を 占めていた。 この5工 場間では,愛 知

県内の特約地盤協定が結ばれていたのであろう。

愛知製糸所は,昭 和初年に貨物自動車 を保有

してお り,特 約組合産繭ほかの物資輸送に活用

していよう。

④ 紀南製糸所

紀南製糸所は,本 拠地の和歌山県のほか,隣

接する大阪府,三 重県,奈 良県の1府3県 に亘

って,特 約取引を展開する。1936年 に紀南製糸

所の特約取引繭総量15万7千 貫余のうち,和 歌

山県から15万4千 貫余,大 阪府か ら2千 貫余,
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三重県から5百 貫余,奈 良県から5百 貫余 を調

達 してお り,和 歌山県のみで殆 ど大部分の98%

を占める。

片倉製糸諸工場の中で,和 歌山県を特約地盤

としていたのは,紀 南製糸所 と姫路製糸所に限

られてお り,両 製糸所の同県か らの特約取引繭

総量15万5千 貫余の99%を 紀南製糸所が占めて

いた。

紀南製糸所は,昭 和初年に貨物 自動車を所有

してお り,特 約組合産繭その他の輸送に利用 し

ていたのであろう。紀南製糸所は,1930年,31

年に紀勢西線御坊駅⑭合同運送店 と諸貨物運輸

取扱料金の協定契約 す る68)。1930年5月20日

に両者で結んだ協定では,鉄 道到着の生繭1本

に付料金4銭(乾 繭 も同一)と 定めていること

か ら,遠 隔地からの原料繭の輸送に鉄道を利用

していた可能性 もある。

以上,東 海地方の片倉製糸諸工場は,い ずれ

も所在県から8,9割 乃至100%近 くの特約組合

産繭を調達 し,不 足繭は隣接諸府県から入手 し

ていた。多分に各製糸所共に,工 場から短 ・近

距離にある,集 約化 した県内特約組合の産繭等

を貨物 自動車を使って輸送 し,遠 距離の特約組

.合 の産繭は,鉄 道を利用 して運搬 していたので

あろう。

むすび

.1930年 代半ばにおいても,国 内の繭特約取引

の普及度からみると,近 畿,中 国,四 国,九 州

地方の西日本が高 く,東 日本においては山形県

や福井県を除 くと,ほ ぽ20～30%前 後にとどま

り,東 日本の特約取引は,低 調であった。 こう

した全国的傾向に対 して,北 海道,静 岡県,沖

縄県を除く,国 内全府県で特約取引を行 う片倉

製糸は,西 日本よりもむしろ東 日本に強固な特

約地盤 を築いていたのである。1936年 に,片 倉

製糸が東 日本各府県の中で,特 約取引によって

30万貫以上の購繭量 を獲得 していた諸県は,長

野県,埼 玉県,茨 城県,福 島県,岐 阜県,岩 手

県,宮 城県,群 馬県の8県 に上 る。長野県では

90万貫以上,埼 玉県では70万貫以上,茨 城県と

福島県両県ではそれぞれ40万 貫以上の特約組合

購繭量であった。西日本では,30万 貫以上の特

約組合購繭量の諸県 は,鹿 児島県,大 分県,佐

賀県,高 知県,熊 本県の5県 に限られ,こ のう

ち最多の鹿児島県で50万 貫台に留 まり,そ の他

4県 は,い ずれ も30万貫台止 まりである。

しか も,各 府県特約取引繭総量に占める片倉

製糸の特約取引繭量比率は,上 記30万 貫以上の

片倉特約購繭諸県の内,岩 手県111.7%(準 組

合分 を含む),長 野県79.6%,宮 城県71.0%,

埼玉県41.7%,そ の他茨城県,福 島県,岐 阜県

の諸県では30%台 であった。新潟県 と青森県は,

片倉製糸の特約組合購繭量がそれぞれ17万 貫余,

1万4千 貰余にすぎないが,両 県の特約取引繭

総量に占める片倉製糸の特約取引繭量比率は,

それぞれ106.0%,102.2%(共 に準組合分を含

む)に 上 る。そのほか同比率が40%台 の諸府県

は,秋 田県,東 京府,神 奈川県の3府 県を数え

る。なお,片 倉製糸は,東 日本,西 日本共に,

特に有力な特約地盤 を有する諸県は,片 倉傍系

製糸会社が本拠地 とするところであった。

片倉製糸が特約地盤 とする諸府県の うち,片

倉製糸諸工場中,1工 場(傍 系製糸会社1社)

で特約購繭率が100%乃 至50%以 上 を占めるこ

とが多かったのである。具体的な製糸工場 ・傍

系会社 を挙げると,青 森県 ・岩手県両県を主要

特約地盤 とす る岩手県是製糸会社,富 山県 ・石

川県 ・福井県の3県 を主要特約地盤 とす る日東

紡績㈱金沢製糸所,神 奈川 を主要特約地盤 とす

る八王子製糸所であり,い ずれ も上記特約購繭

率が100%で あった。そ して,和 歌 山県を主要

特約地盤 とする紀南製糸所,山 梨県を主要特約
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地盤 とする下諏訪製糸所,こ の両工場共,上 記

特約購繭率は,90%台 である。ほかに千葉県を

主要特約地盤 とする川岸製糸所,山 形県 を主要

特約地盤 とする仙台製糸所は,い ずれ も上記特

約購繭率が80%台 にあり,三 重県を主要特約地

盤 とする武井製糸所,宮 城県を主要特約地盤 と

する仙台製糸所共に,上 記特約購繭率は,70%

台である。愛知県を主要特約地盤 とす る愛知製

糸所の上記特約購繭率は,68%で ある。そのほ

か新潟県,岐 阜県,福 島県,東 京府,長 野県,

滋賀県各県をそれぞれ主要特約地盤 とする,片

倉越後製糸株式会社,田 中製糸所,岩 代製糸所,

多摩製糸所,松 本製糸所,日 東紡績㈱金沢製糸

所共に,上 記特約購繭率は,50%台 にあった。

片倉製糸諸工場は,原 料繭地盤の統廃合に伴

い,諏 訪郡及ぴ岡谷市 を所在地 とする片倉製糸

4工 場 を除 くと,片 倉各製糸工場は,殆 ど本拠

地 とする各県を主要特約地盤 とし,不 足原料繭

については,隣 接府県で調達 していた。また,

片倉製糸諸工場が同一県内に特約地盤 を有す る

場合,特 約地盤を相互 に分割 し,工 場隣接地域

を特約繭購入圏として集約 していたもの と推測

する。

.片 倉製糸の特定工場毎の特約地盤の集中化が

進行することにより,特 約組合指導の能率増進

と繭引取運搬費の低減 を図ることが可能 となっ

たのである。特約組合産繭を初めとする物資輸

送に貨物 自動車の利用が,有 効であったであろ

.う 。

片倉製糸の貨物自動車輸送 と西 日本における

特約取引については,別 稿に譲ることに したい。
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